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1．はじめに
戦後、我が国の国土計画は4次にわたる全国総合開発計画（=全総）がその基礎となってきた。1950
年に制定された国土総合開発法が根拠法である。2005年の改正により本法は国土形成計画法となり、
全国総合開発計画（1962年）、新全国総合開発計画（1969年）、第三次全国総合開発計画（1977年）、第
四次全国総合開発計画（1987年）と続いた全総の歴史に一区切りがついた。この四次にわたる国土計
画が目指したものは「国土の均衡ある発展」である。現在は、国土形成計画法に基づき策定され、
1998年に閣議決定された21世紀の国土のグランドデザイン（目標年次2010－2015年）が施行中である。
全総については賛否様々あるが、高度経済成長を促進した国土づくり、そして全国的な社会基盤づ
くりということでは一定の評価はできるであろう。一方、「国土の均衡ある発展」という目的のもと
国の地方への関与を強め、地方の国への依存体質が顕著になっていったことも指摘されている。例え
ば、伊藤（2003）は次のように述べている。
『「国土の均衡ある発展」という考え方は、国・地方双方の財政悪化をもたらした。それだけでなく、
地方の財政依存を強め、工業立地によって地方の「手足化」を進めることとなった。その結果、「国土
の均衡ある発展」という目標とは逆説的に地方自立の契機が減殺され、東京一極集中につながったと
いう面もある。』[1]　言い尽くされたことではあるが、人口減少、超高齢化、少子化、さらには国も
地方も財政破綻状態の中、いつまでも中央依存の県政を続ける訳にはいかない。県内各地に光を当て、
国の政策に振り回されない自立（自律）したまちづくりを今こそ進めていく必要がある。そのような
まちづくりにとって、「地産地消」という考え方が重要になる。地産地消（地域生産地域消費の略語）
とは、地域で生産された生産物や資源をその地域で消費することである。従来は農産物など一次産品
の地産地消という意味合いだったのであるが、近年はエネルギーの地産地消ということも注目されて
いる。
先駆的かつ持続可能なまちづくりを実践している自治体として有名な町が、徳島県にある。徳島県
のほぼ中央、山間部にある人口2,000人弱の上勝町である。他の地方自治体同様、超高齢化、少子化、
過疎化に苦しんではいるが、笠松和市町長のもと、上勝町の資源、人、特質を活かしつつ「持続可能
な地域社会づくり」を目指して果敢なチャレンジを続けている。例えば、ゼロ・ウエイスト宣言、ゴ
ミの分別資源化、第三セクター㈱いろどりによる「葉っぱビジネス」（日本料理を彩る季節の葉や花、
山菜などを販売する農業ビジネス）などの実践が高く評価され、今や国内ばかりでなく世界中から視
察団が引きも切らない状況だという。　
上勝町は過疎の小さな町。本県とは別の世界の話。というふうに切り捨てるのではなく、地域にあ
る資源、人、特質を活かしていく持続可能なまちづくりに焦点を絞って検証すれば、まちづくりにお
ける“地産地消”という発想、国に依存しない覚悟、が重要であり必要だということが理解できる。
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2．まちづくりの地産地消を
ここで原点に立ち返って、「県」というものについて少々触れる。都道府県や市町村は、普通地方
公共団体であり、東京都の特別区などは特別地方公共団体である。従って、栃木県は複数の市町を包
含する広域な地域を業務の対象エリアとする普通地方公共団体ということになる。地方公共団体の役
割は地方自治を進めることであり、地方自治とは地域に住む人々に関係する問題を、そこに住む住民
の意思に基づいて、地方公共団体が自主的に処理していく仕組みである。ところが、従来の地方自治
は、国が中心の中央集権的な仕組みの中での地方自治である。例えば、都道府県の業務の割合は、国
の監督下の仕事が70 ～ 80％であったといわれている。地方自治を担う地方公共団体である県の実態
は、実はほとんどが国の仕事を代替するということに割かれてきたのである。そして、市町村はとい
えば、よく言われる補助金漬け、補助金依存体質に染まってきたのではないだろうか。もちろん、こ
れは県や市町村だけの問題ではない。そのような仕組みを創り続けてきた国や議会・議員、そして私
たち一人ひとりにも責任の一端はあるのである。従来の国中心の行政システムでは、グローバリゼー
ション、超高齢化・少子化社会への対応、そして個性あるまちづくりに対応できなくなり（機能不全
に陥っていると言ってもよいでしょう）、地方分権という流れの中で強引とも思える市町村合併が行
われた訳である。
このような背景のもと、これからの地方自治では、国が中心ではなく、住民が中心となる真の地方
分権型社会の構築が求められているのである。
既に示唆したように、本論で言うところの “地産地消の県政運営” とは、本県の資源、歴史、文化
そして人に光を当て、本県独自の政策を実行しようということを意味している。グローバルな時代で
あるからこそ、まちづくりは以前にもましてローカルにこだわるべきであると考える。国の動向に振
り回されるのでなく、栃木県の潜在力を引き出しさらに伸ばしていく “まちづくりの地産地消” が期
待されている。
『日本の未来について話そう』（2011年7月）に、“グローバル化という均質な時代だからこそ、ロー
カルであることが、新しい特別な力を持つようになったのだ。”という象徴的な一文がある。[2]
栃木県というローカルに軸足をしっかりとおろした “まちづくりの地産地消” を進めるためにも、
それを担う人材育成と仕組みづくりが喫緊の課題と言える。
3．まちづくりの地産地消を進めるために
ここでは、本県においてまちづくりの地産地消を進めていく上で、今後重点的に進めていくべき人
材育成について述べる。なぜなら、長らくまちづくりの現場に携わってきた経験から、「まちづくり
は人づくり」という原点に立ち返るべきだと確信を持って言えるからである。
1） 現行施策
本県における人材育成の事業としては、栃木県シルバー大学校（県知事が校長）、栃木県次世代人
材づくり事業（県青少年課）などがある。双方ともに全国各地で実践されている取り組みではあるが、
栃木県を担う人材を育てるということでは、一定の役割を担ってきたと評価されるべきであろう。
シルバー大学校は、地域活動を実践する人材の養成を主要な目的とし、県内在住で60歳以上の人
は応募資格があり、学習年限は2年間である。1年次は地域活動に必要な基礎的な学習を行い、2年次
では、スポーツ・レクリエーション学科、健康づくり学科、福祉学科、ふるさとふれあい学科の中か
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ら1学科を選択し、座学だけではなく実技や実習にも取り組んでいる。
次世代人材づくり事業（県青少年課）には、青年リーダー部門（対象：18歳以上40歳未満の男女15名）
と女性リーダー部門（対象：満30歳以上66歳未満の女性15名）があり、地域活動のリーダーとなる人
材養成を目的としている。
また、栃木県では2011年度より「とちぎ観光リーダー育成塾」（県観光交流課）が始まった。2010
年度に策定された『栃木県観光振興計画』に、観光まちづくりを担うリーダー育成が施策の一つとし
て位置付けられており、その方針を受けるカタチで始まったのがこの塾である。筆者はこの塾の講師
を務めたが、県内各地から集まった人材の豊かさとレベルの高さには正直驚いた。“まちづくりの地
産地消”を担う人材育成という観点からも、これらの取り組みが充実していくことが期待される。
2） 県外の事例
①金沢市市民研究員事業
全国各地の自治体でも地域を担う人材育成事業が展開されているが、それらの中で特に先駆的かつ
優れた取り組みが、金沢市市民研究員事業である（2012年2月24日　金沢市都市政策局企画調整課イ
ンタビュー調査結果）。本事業は、金沢市都市政策局企画調整課が所管課であり、2003年度に金沢市
が立ち上げた金沢市民まちづくり推進機構に本事業の運営が委託されている。本事業は推進機構が設
置された2003年度に始まり、延べ637人が参加、平均年齢は40歳ほどで、近年は元気な高齢者が増
えている。第9期（2011年度）は8つのテーマに計72名が参加、1テーマの最少人数は5名、最大は13
名である。8つのテーマは以下のとおりである。
○コミュニティカフェ活動による市民協働のまちづくりの促進
○伝統と現代が交差する「金沢文化」の発信と多文化共生の推進
○楽しく・安全に・歩いて買ってまわれる中心商店街
○金沢の魅力を活かしたこれからの観光とまちづくり
○福祉でつくる安心できるまちのあり方
○アートによる都市コミュニティの再生
○継続的な地域生活交通の確保と生活利便性の向上に関する研究
○ 中山間地の環境保全、農林業振興を含めた金沢都市圏における循環型社会の形成と自転車でも快
写真1　青年リーダー部門研修会の様子
（2011年10月15日筆者撮影）
写真2　とちぎ観光リーダー育成塾の様子
（2012年2月29日筆者撮影）
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適なまちづくり
本事業の目的は、1）市民主体による個性豊かで創造的な都市政策の研究を行い、2）研究成果を市
政に反映させるとともに、3）地域におけるまちづくりのリーダーとなる人材を育成することにある。
第1期から第7期で計45事業が、市の施策として予算化された。驚くべき点は、毎年度70名近くの応
募者がいること、そして、市民研究員による研究成果（政策提言）が市の施策にしっかりと組み込ま
れているということにある。筆者は、このような
事業の講師やコーディネーターを務める機会があ
るのであるが、参加者集めに苦労したり、報告書
をまとめるだけでその先の展望が無いというもの
が殆どである。金沢市という加賀百万石の地域性
が影響しているのか、あるいはプログラム自体が
特に優れているのか、はたまた各テーマの講師陣
に魅力があるのか、理由はいろいろ考えられるの
であろうが、上記のような成果を挙げている金沢
市市民研究員事業は、今後、本県において “まち
づくりの地産地消” を進める上で参考にすべき点
が多々あるものと考える。
②すみだガバナンスリーダー養成講座
東京都墨田区が2011年度に開設した2年制の講座である（2011年度の受講者は40名）。本講座は、
墨田区の地域構造や区・各種機関の事業・制度を学ぶ、住民活動のノウハウを学ぶ、ワークショップ
のノウハウを体得する、という三部構成からなっている。2年目（2012年度）には、テーマ（分野）別
にグループで作成した企画書をもとに区民向けの人材育成事業、活動報告シンポジウムを受講者自ら
が実施することになっている。
  2年間のプログラム概要
1. 協治（ガバナンス）入門編カリキュラム
2. 第1学年　区民活動入門編
3. 第1学年　ワークショップ入門編
4. 第2学年　実践編
この講座は始まったばかりであり具体的な成果はこれからであるが、金沢市の市民研究員同様、ま
ちづくりに主体的に関わり、地域課題を自ら解決していく人材育成という点でプログラムの内容など、
参考にすべき点が多いと言えよう。
4．おわりに
戦後長らく続いてきた中央集権型まちづくりが限界点に達し、大きく方向転換をしなければならな
いことは誰もが理解しているはずである。しかしながら、中央政府には補助金を通じて地方をコント
ロールしようとする意図が未だあり、その中央省庁の意図に沿って市町村に向かうという県の体質は
根強く残っているのではないだろうか。一方、県内各地のまちづくりのお手伝いをする中で、「おね
だり」「行政依存」の発想が県民にはまだまだ強いことも実感している。しかし、このままでは本県
写真3　機構の事務所がある金沢市南分庁舎（市民
研究員が自由に使えるスペースもある。2012年
２月24日筆者撮影）
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における持続可能なまちづくりは益々困難となっていくばかりであろう。
県民が輝く地産地消のまちづくりを進めるために、本県が取り組むべきことは多々あるが、その中
でも特に人づくりを進めるべきである。人づくりに関連する事業の成果を数量的に評価することは難
しく、また、すぐには成果がでないことから、県政としては容易なことではないことは十分理解でき
る。しかし、長期的に考えれば、地域を担う人材が豊かに活躍している栃木県へと脱皮することによ
り、国に依存しない自立（律）した持続可能なまちづくりが達成可能となるのではないだろうか。
本稿で紹介した本県によるシルバー大学、次世代人材づくり事業は良い取り組みではあるが、研修
を終えた受講者がそれぞれの地域で活躍する段階まで、県と市町が連携し、もっとしっかりと下支え
することが必要ではないかと考える。また、さらに学びを深めたいという県民のニーズに応えること
も必要であろう。例えば、徳島県ではシルバー大学校大学院が、シルバー大学校卒業生を対象に開講
されている。とちぎ観光リーダー育成塾の受講者の中には、まちづくりの達人もいる。今後は、これ
ら3つの事業が接点を持ち、受講者の交流とネットワークづくりを行うことにより、受講者のモチベー
ションを継続的に高めるとともに、新たな展開がその中から生まれることが期待されるところである。
なお、これらの事業で不足しているのは、金沢市市民研究員事業のように、市民の調査分析力と提
案力を高めるという仕組みである。もちろん、提案が県や市町の施策に活かされていくということも
重要である。次世代人材づくり事業は、調査分析や提案書のとりまとめなども含んではいるが、質・
量ともに金沢市の事業には遙かにおよばない。したがって、次世代人材づくり事業の上級編のような
講座を開講し、県民の調査分析と政策提言の力を一段と高める工夫と、それら提言を施策に活かす仕
組みづくりが求められる。
最後に、ソーシャルビジネスの支援について述べたい。ソーシャルビジネスとは、社会的課題をビ
ジネス手法によって持続的に解決を図る事業であり、これまで論じてきた講座などの受講者が目指す
べき方向性の一つがソーシャルビジネスにあると言える。しかしながら、本県では、ソーシャルビジ
ネスへの支援策が圧倒的に不足しているようである。県政の意思が唯一明確に見受けられるのが、コ
図－1　人材づくり養成講座が、実際の政策提言や地域課題解決へつながっていくまでの流れ
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ミュニティ・ビジネス支援センターである。コミュニティビジネスとは、地域が抱える課題を、住民
が主体となってビジネス的手法を用いて解決する地域における事業活動と言われている。『ソーシャ
ルビジネス研究会報告書』（2008年4月、経済産業省）では、コミュニティビジネスは、ソーシャルビ
ジネスのうち、より地域性のあるものとされている。本県では、コミュニティビジネスの相談窓口と
して、栃木県中小企業団体中央会内に上記の支援センターを設置しているが、県民が輝くまちづくり
を進めるため、より積極的に取り組むべきであろう。
横浜市では「市民参画型」のソーシャルビジネス支援を行っている。超高齢社会、少子社会、税収
減少の中で、第三の公共セクターとも呼ばれるソーシャルビジネス事業者と協力して公共サービスを
提供していくことを、横浜市は今後の行政の課題と捉えているのである。また、和歌山県では、社会
起業家支援センターをNPO法人に委託して設置・運営している。
人材づくり養成講座が、実際の政策提言や地域課題解決へつながっていくまでの流れを、次図に示
すことにより、本稿の締めくくりとする。
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